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※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

電話番号
交付限度額①

（令和２年度本省繰越分）（国のR2予算）

メールアドレス
交付限度額②

（令和３年１～３月補助裏分）（国のR2予
算）

交付金関連
事業費

交付限度額③
（令和３年４月以降補助裏分）（国のR3予

算）

事業者支援分交付限度額
（令和3年4月30日通知）（国のR3予算）

事業者支援分交付限度額（市町村）
（令和3年8月20日通知）（国のR2予算）

事業者支援分交付限度額（都道府県）
（令和3年8月20日通知）（国のR3予算）

地方単独事業分交付限度額④
（令和3年12月27日通知）（国のR3予算）

通常分交付限度額
（国のR2予算）

13,238
事業者支援分交付限度額

（国のR2予算）
79,072

通常分交付限度額
（国のR3予算）

316,699
事業者支援分交付限度額

（国のR3予算）
-

 本省繰越希望額
（R3補正による地方単独事業分交付限度

額④に係る希望額）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額

①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額

③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

 212,248 - -  212,248 185,248 27,000 - - -

1 単 通常事
業

31
えちぜんし割
クーポン発行
事業

①新型コロナウイルス感染症拡大による消費の急激な落
ち込みに伴い、小規模事業者や個人事業主を取り巻く環
境は厳しく、いち早くこの状況を改善するため、市内店舗
等で利用できるデジタルバウチャー「えちぜんし割」を発
行し、市内の消費を誘発・喚起する。
②③デジタルバウチャーを活用した消費喚起キャンペー
ンの実施経費
・デジタルバウチャープレミアム分　20,000千円
・事務局運営費　6,000千円
④ふくいデジタルバウチャー推進協議会

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活性

化

③キャッシュレ
ス

R3.9 R4.3 26,000 26,000 26,000 R3補正（地）

2 単 通常事
業

71 観光誘客促
進事業

①新型コロナウイルス感染拡大により深刻な影響を受け
る市内観光関連事業者のため、観光誘客を促進し支援
する。
②ⅰ　バス助成
・市内食事（千円以上/人）+市内観光施設立寄りで500円
/人又は市内宿泊+市内観光施設立寄りで1,500円/人
・上記を満たし市内に本社、支社、営業所等のあるバス
会社の利用に対し貸切バス（10人以上）運賃・料金の
50％、10万円/日・台上限で助成
ⅱ市内体験施設クーポン
・市内体験施設の利用可能クーポン500円分を400円で
販売
また、体験クーポン利用者に対し別施設で利用可能な
クーポン500円分/人をプレゼント
ⅲ上記に係る事務費
③ⅰ　バス助成割引き相当額　19,595千円
　ⅱ　体験クーポン割引分（26,000枚）及びプレゼントクー
ポン分（7,000枚）　6,100千円
　ⅲ　上記に係る事務管理費2,805千円　合計28,500千円
④越前市観光協会

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する
支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 28,500 28,500 28,500 R3補正（地）

3 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

25
タクシー事業
者持続化支
援事業

①新型コロナウイルス感染症の拡大による、利用者減少
に伴い経営に大きな影響が生じているタクシー事業者の
事業継続に向け、車両入替を支援
②ハイブリッド・電気自動車等の車両入替経費
③新車400千円/台×8台、中古車250千円/台×1台
　2種免許取得費200千円/人×6人　合計4,650千円
④市内タクシー事業者

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 4,650 4,650 4,650 R3当初（地）

4 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

24
タクシー事業
者感染症対
策支援事業

①新型コロナウイルス感染症の拡大による、利用者減少
に伴い経営に大きな影響が生じているタクシー事業者の
感染症対策強化費を支援
②保有車両における感染症拡大防止強化費
③保有車両20千円/台×48台　合計960千円
④市内タクシー事業者

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 960 960 960 R3当初（地）

5 単

事業者
支援(②
感染症
対策強
化)

12 市バス感染症
対策事業

①新型コロナウイルス感染拡大防止を強化するため広く
市民が利用する市民バスの感染症対策を強化する
(基本的対処方針（令和3年9月28日変更)Ｐ29⑦⑧、Ｐ74
4）②、Ｐ77　4.②）
②③　市民バス座席等抗ウイルス・抗菌加工処理対策費
140千円/台×7台　980千円
④地方公共団体

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する
支援

⑪地域交通体
系

R3.4 R4.3 980 980 980 R3当初（地）

6 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

48
経営改善応
援資金利子
補給事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業
者の資金繰りを支援
②③県信用保証協会が保証申し込みを受け付けした新・
県制度融資の借入に対し、融資初年度（Ｒ３年度）の利子
を補給18,650千円（融資条件：補償限度額40,000千円、
保証期間10年以内、据置期間5年以内）
④中小・小規模事業者

－ － － － － － ①-Ⅱ-２．資
金繰り対策

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 18,650 18,650 18,650 積算資料　資料３参照 R3当初（地）

7 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

コロナに負け
ない事業所等
応援事業

①新型コロナウイルス感染拡大による様々な影響を払拭
しようとする事業者の前向きな取組みを支援
②③
事業者のコロナ禍の影響を払拭しようとする前向きな取
組みや感染症対策強化費に対し100千円/事業者を補助
12,000千円
④中小・小規模事業者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活性

化

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 12,000 12,000 12,000 R3補正（地）

8 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

57
中小企業生
産性革命推
進事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越えようとす
る前向きな投資を支援するため、国の小規模事業者持
続化補助金に連動し支援
②③国の小規模事業者持続化補助金の申請を行った
が、採択されなかった事業者を対象に補助
・一般型分　補助率2/3、上限300千円（ただし新規創業
者600千円）※12件（うち2件新規創業者）
・低感染リスク型分　補助率2/3、上限600千円※1件　合
計4,800千円
④中小・小規模事業者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活性

化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 4,800 4,800 4,800 R3補正（地）

合計

事業
終期

総務省

21,250地方単独事業費のうち通常事業分 27,000

地方単独事業費のうち事業者支援分 113,560

事業者支援分　今回配分予定額
（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額③、④、事業者支援分（都道府
県））

                                                                         -128,748

事業者支援分
既配分額（国のR3予算）

総事業費 補助対
象事業

費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

295,449

409,009

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

配分予定額計
（国のR2予算）

配分予定額計
（国のR3予算）

配分予定額計

移替先

92,310国庫補助事業費 -

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

-

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

27,000                                                                          - 295,269

地方単独事業費のうち通常事業分担当者氏名 山本　隆史 56,500                                                               79,072

地方単独事業費のうち事業者支援分
事業者支援分　今回配分予定額

（国のR2予算）

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

-国庫補助事業費

都道府県・市町村コード（５桁） 18209 185,248                                                             21,250                                                                  21,430

担当部局課名 企画部財務課 -                                                                      79,072

国のR2予算分（交付限度額①、②、事業者支援分（市町村））
通常分　今回配分予定額

（国のR3予算）

事業者支援分
既配分額（国のR2予算）

13,238

★★★令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 福井県 0778-42-5742 13,238

地方公共団体名 越前市 zaisei@city.echizen.lg.jp -

通常分
既配分額（国のR2予算）

通常分　今回配分予定額
（国のR2予算）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額

①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額

③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

9 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

障がい・介護
福祉サービス
提供継続支
援事業

①本人又は同居家族が新型コロナウイルス感染又は濃
厚接触者と判断された通所系及び居宅介護サービス利
用者に対する訪問による継続的なサービス提供を実施
する事業者を支援する。
②③訪問時の感染防止対策強化のための衛生用品購
入補助50千円/事業所×70事業所　計3,500千円、特殊
勤務手当等補助上限日額3千円/人×3日×約210名分
≒1,900千円
④障がい福祉サービス、介護サービス事業所

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 5,400 5,400 5,400 R3補正（地）

10 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

児童福祉施
設等感染症
対策事業

①コロナワクチン接種対象外の未就学児が利用する私
立保育園等の感染症対策の強化を実施
②感染防止のための抗菌対策、備品・衛生用品の購入
に要する経費
③・私立保育園、認定こども園、児童館　上限500千円×
31施設
　・小規模・病児保育施設、すみずみ子育てサポート事業
所
　　地域子育て支援センター　　　上限300千円×8施設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計17,900千円
④私立保育園・認定こども園等事業所等（39施設）

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 17,900 17,900 17,900 R3補正（地）

11 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

障がい児通所
施設抗菌等
対策事業

①コロナワクチン未接種者の多い未就学児や学童期の
児童を預かる障がい児通所施設に対し、施設の抗菌対
策や衛生用品等購入など感染防止対策強化のための経
費を支援し、安心した障がい福祉サービス利用環境を構
築する。
②訓練室、遊戯室等の抗菌処理対策費、空気清浄機等
の感染症対策備品費、消毒液等の衛生用品購入費
③　施設の最大利用人数に応じ補助上限を設定
　・5人以下380千円×1事業所
　・10人以下430千円×6事業所
　・15人以下480千円×1事業所
　・20人以下530千円×1事業所　　　合計　約4,000千円
④放課後デイサービス等実施の社会福祉法人

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 4,000 4,000 4,000 R3補正（地）

12 単

事業者
支援(②
感染症
対策強
化)

12
庁舎等感染
症対策強化
事業

①市民が安心して公共施設に来庁できる体制強化のた
め感染対策の強化に係る衛生用品等の購入を実施
(基本的対処方針（令和3年9月28日変更)Ｐ29⑦⑧、Ｐ74
4）①、Ｐ77　4.⑥）
②③感染症対策衛生用品等購入費　700千円
　　アルコール消毒液、次亜塩素酸水など
④地方公共団体

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 700 700 700 積算資料　資料１参照 R3補正（地）

13 単

事業者
支援(②
感染症
対策強
化)

12

公立保育園
施設感染症
対策強化事
業

①コロナワクチン接種対象外の未就学児が利用する公
立保育園の感染症対策の強化を実施
(基本的対処方針（令和3年9月28日変更)Ｐ29⑦⑧、Ｐ44
③、Ｐ74　4）①、Ｐ77　4.⑥⑦）
②③感染症対策物品等購入費10,350千円（空気清浄
機、消毒液スタンドほか）、工事請負費　1,750千円（換気
対策のための網戸設置工事、接触リスク低減のためのレ
バー式蛇口取替工事）
④公立保育園（9施設）

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 12,100 12,100 12,100 積算資料　資料２参照 R3補正（地）

14 単

事業者
支援(②
感染症
対策強
化)

12

小中学校、公
立幼稚園施
設感染症対
策強化事業

①小中学校・公立幼稚園の児童生徒が安心して学習で
きる場を継続して提供できるよう感染症防止対策強化を
実施
(基本的対処方針（令和3年9月28日変更)Ｐ42.43　7））
②感染症拡大防止対策備品・衛生用品等購入費
③備品購入費　7,000千円（サーモカメラ111千円×53
台、消毒液スタンド21千円×53台）
　衛生用品購入費　3,100千円（アルコール消毒液ほか）
④市内小中学校（25校）、公立幼稚園（3園）

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

⑨教育 R3.9 R4.3 10,100 10,100 10,100 積算資料　資料１参照 R3補正（地）

15 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

私立幼稚園
感染症対策
支援事業

①コロナワクチン接種対象外の未就学児が利用する私
立幼稚園の感染症対策の強化を実施
②感染防止のための抗菌対策、備品・衛生用品の購入
に要する経費
③私立幼稚園　上限500千円×4施設
④私立幼稚園運営事業所（4施設）

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 2,000 2,000 2,000 R3補正（地）

16 単
通常事
業

私立保育園
副食費等支
援事業

①コロナウイルス感染症の影響により臨時休園となった
場合などに副食費等の保護者負担分を減免した事業者
に対し、その減免相当額を支援することで安定した保育
事業の継続を図る。
②③　臨時休園による減免副食費相当額　100千円/施
設×16施設　1,600千円
④私立保育園・認定こども園事業所（16施設）

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 1,600 1,600 1,600 R3補正（地）

17 単
通常事
業

12
一時預かり対
策事業

①在宅育児をしている保護者のワクチン接種に伴い、一
時預かり事業を利用した場合の保護者負担分の利用料
を減免した事業所に対し、その減免相当額を支援するこ
とで安定した保育事業の継続を図る。
②③一時預かり事業利用料保護者負担相当額　34千円
×延べ120人　合計400千円
④私立保育園・認定こども園、小規模保育施設、すみず
み子育てサポート事業所（20施設）

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 400 400 400 R3補正（地）

18 単

事業者
支援(②
感染症
対策強
化)

12

介護保険施
設緊急時用
感染症対策
事業

①市内の介護保険施設でのクラスター発生等による感染
拡大により必要となる衛生・防護用品の不足に備え、市
で備蓄することで緊急時の感染防止対策強化を図る。
(基本的対処方針（令和3年9月28日変更)Ｐ29⑦⑧、Ｐ
51.51、Ｐ74　4）①、Ｐ76の2）
②③感染症対策用品購入費　2,000千円
　医療用防護ガウン、フェイスシールド、消毒用アルコー
ルなど衛生用品
④地方公共団体

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 2,000 2,000 2,000 積算資料　資料１参照 R3補正（地）

19 単
通常事
業

コロナに負け
ない事業所等
応援事業（消
費キャンペー
ン分）

①新型コロナウイルス感染拡大による様々な影響を払拭
しようとする事業者の前向きな取組みを支援
②③
Ｎｏ7とは別にグループ枠を設け10事業者以上が集まり実
施する消費喚起キャンペーン等の事業費に対し上限
1,000千円/グループを支援　7,000千円
④中小・小規模事業者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活性

化

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 7,000 7,000 7,000 R3補正（地）

20 〇 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

24
福井鉄道福
武線経営支
援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響による、利用者数の
回復が鈍化していることなどから鉄道事業の運営が大変
厳しい状況であり車両の検査・修繕料のねん出が困難で
あることから、これらの経費に対し沿線3市で支援するこ
とで公共交通の安定運行を支援する。
②令和3年度実施の検査・修繕料
③検査修繕料30,000千円×越前市負担割合28.7％（路
線延長で按分）＝8,610千円
④福井鉄道㈱

－ － － ○ － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 8,610 8,610 8,610

 経営安定に
よる運航ダ
イヤの維持
平日：105本
休日：98本

 予算の概
要、ＨＰ、広
報誌

R3補正（地）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額

①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額

③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

21 〇 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

24
路線バス運行
支援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受け利用者数の
減などにより経営に大きな影響が生じているバスを沿線
市町で経営支援する。
②地域のキロ当たりの標準経常経費（国指定）と運送実
施者の実車走行キロ当たりの経常経費の差額に係る経
費を支援
③単独路線：差額33.87円×実走行距離（ｋｍ）＝2,198千
円、広域路線：差額33.87円×実走行距離（ｋｍ）×本市
の負担割合（路線距離按分）＝6,523千円
④福井鉄道㈱

－ ○ － ○ － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 8,721 8,721 8,721

 経営安定に
よる運航ダ
イヤの維持
平日：66本
休日：25本
（土：28本）

 予算の概
要、ＨＰ、広
報誌

積算資料　資料3参照 R3補正（地）

22 〇 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

収入保険加
入推進事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により、外食産業が
落ち込んだ影響で米価の大幅な下落が発生した。農業
者の収入下落が避けられない状況から農業者を支援す
るため県補助に合わせ市も上乗せで補助する。
②収入保険の加入者負担金のうち保険料を1/6支援
③収入保険加入者144名　保険料総額見込14,980千円
×1/6≒2,500千円
④福井県農業共済組合

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 2,500 2,500 2,500

 収入保険加
入者数の維
持と加入促
進
Ｒ２：122人
Ｒ3目標値
160人

 予算の概
要、ＨＰ、広
報誌

積算資料　資料4参照 R3補正（地）

23 〇 単

事業者
支援(②
感染症
対策強
化)

12
学校施設感
染症対策事
業

①小中学校・公立幼稚園の児童生徒が安心して学習で
きる場を継続して提供できるよう感染症防止対策強化を
実施
(基本的対処方針（令和3年9月28日変更)Ｐ42.43　7））
②③学校施設消毒作業委託
小学校：＠885円×1Ｈ×220日×17校×1.1≒3,641千円
中学校：＠885円×1Ｈ×220日×6校×1.1≒1,286千円
④市内小中学校（23校）

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

⑨教育 R3.4 R4.3 4,927 4,927 4,927

 クラスター
発生防止(学
校開校日毎
日220日の
共用部分等
の消毒を実
施し感染拡
大防止を図
る)

 予算の概
要、ＨＰ、広
報誌

R3当初（地）

24 〇 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

ＤＸ活用伝統
工芸販路拡
大支援事業

①アフターコロナの時代に対応すべく、伝統産業におけ
るＤＸを進め、インスタグラム、フェイスブックなどを始めと
した多種類化したコミュニケーション手段で使用する情報
が集中するオンライン環境の構築及びオンライン・リアル
を連携させた共同展示・共同販売等を促進する取組みを
支援し、需要回復時の環境を整える。
②越前指物協同組合が取り組むＤＸ推進活用事業に要
する経費への補助
③・Ｗｅｂシステムの構築に関する費用　1,000千円×3/4
＝750千円
・Ｗｅｂマーケティングと連携した展示会出店等に関する
費用4,000千円×3/4＝3,000千円
④越前指物協同組合

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 3,750 3,750 3,750

 ＤＸ環境の
構築
（指物組合
のＤＸ　5社）

 予算の概
要、ＨＰ、広
報誌

R3当初（地）

25 〇 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

50
小規模事業
経営支援促
進事業

①新型コロナウイルス感染症により、危機的状況な小規
模事業者や個人事業主などの事業継続や雇用維持を図
るため、令和2年度に引き続き身近な支援機関としての
武生商工会議所と越前市商工会による万全なセーフ
ティーネットを再構築し、経済活動の回復を促すため。
②③④武生商工会議所及び越前市商工会が実施する下
記事業に係る費用を補助
１．国・県・市の支援制度の身近な相談窓口としての強化
２．士業などによる相談会の開催
３．第２波、第３波に備えたオンラインでの相談体制の整
備
４．アフターコロナでの経営支援
５．ホームページ全体及びコロナ対応支援策ページのリ
ニューアル
６．新しい生活様式に対応した地域経済活性化イベント
の開催支援
７．事業者が連携する中での販売促進事業の支援　など
武生商工会議所３，０００千円、越前市商工会１，０００千
円
【事業費内訳】専門家謝礼625千円、セミナー開催費657
千円、研究会開催費850千円、展示ブース制作費550千
円、広報費1,235千円、事務費83千円

－ － － ○ － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 4,000 4,000 4,000

 コロナ禍前
の経営状況
までの回復
（セミナー等
の開催4回）

 予算の概
要、ＨＰ、広
報誌

R3当初（地）

26 〇 単
通常事
業

31
えちぜんし割
クーポン発行
事業

①新型コロナウイルス感染症拡大による消費の急激な落
ち込みに伴い、小規模事業者や個人事業主を取り巻く環
境は厳しく、いち早くこの状況を改善するため、市内店舗
等で利用できるデジタルバウチャー「えちぜんし割」を追
加発行し、市内の消費を誘発・喚起する。
②③デジタルバウチャーを活用した消費喚起キャンペー
ンの実施経費
・デジタルバウチャープレミアム分　20,000千円
④ふくいデジタルバウチャー推進協議会

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活性

化

③キャッシュレ
ス

R3.12 R4.3 20,000 20,000 20,000

 キャッシュ
レス化の推
進と市内の
消費喚起
80,000千円
の市内消費
効果

 予算の概
要、ＨＰ、広
報誌

R3補正（地）


